
１．新水道ビジョンの推進について 

 

 厚生労働省では、平成 25 年 3 月に「新水道ビジョン」を策定し、公表した。 

新水道ビジョンは、50 年、100 年先を見据えた水道の理想像を明示し、その理

想像を具現化するために、当面の間に取り組むべき事項や方策、関係者の役割分

担を具体的に示しているところであり、「安全」「強靱」「持続」の３つの観点から

取り組みの方向性と当面の目標点を整理し、方策の推進要素として位置づけた「挑

戦」と「連携」の姿勢をもって取り組むべき重点的な実現方策を示している。 

また、各種方策の実施にあたって、国、都道府県、水道事業者・水道用水供給

事業者はもとより、自家用水道及び飲用井戸の設置者、水道法に基づく登録検査

機関、水道関連団体、民間事業者、大学・研究機関、住民も含めたそれぞれの関

係者の状況や立場に応じた役割分担が必要としている。国としても、関係者との

連携、意見交換、推進方策の検討の場を持ち、積極的な施策の推進を図ることと

しているところである。 

新水道ビジョンの策定により、厚生労働省においては、新水道ビジョン推進の

一環として、平成２５年８月２８日に、水道関連団体で構成する「新水道ビジョ

ン推進協議会」（以下、「推進協議会」という。）を開催した。推進協議会は、方策

の実施主体となる関係者が実施状況を共有し、密接に連携するために設置してお

り、重点的な実現方策のロードマップを整理しつつ、早期に取り組むべき主要な

事項を示すとともに、都道府県や水道事業者等との間においても、様々な機会に

おいて情報を共有することとしているところであり、新水道ビジョンを踏まえた

施策の推進とフォローアップのための活動を予定している。 

今年度予定している活動としては、水道事業者における各種方策推進に向けた

取り組みの参考事例の調査を進め、多くの水道事業者からの意見を聴取していく

ことを目的とし、「新水道ビジョン推進のための地域懇談会（仮称）」をブロック

毎に開催していく予定である。その第１弾の会議を、現在のところ、11 月に岩手

県盛岡市において、開催する予定であり、詳細が決まり次第関係水道事業者に連

絡することとしている。こうした懇談会の開催等を通じて、新水道ビジョンの推

進による安全で強靱な水道の持続に向けた水道事業者の取り組みを支援していく。 

新水道ビジョンの推進に関しては、水道事業者の取り組み方針や意見等を把握

するためのアンケート調査を実施することも検討しており、協力をお願いする。 

また、広域化推進のイニシアティブに期待し、厚生労働省と都道府県（行政部

局）との連携を強化することとしており、都道府県水道ビジョン、水道事業ビジ

ョンの作成のための手引きや指針の改定についても今年度内を目途に取りまとめ

る予定である。 

さらに、人口減少社会への対応のための水道事業の計画策定手法についての検

討を進めており、事業認可（変更）手続きにおける審査内容の再点検や事後審査

等に関する制度的対応を含め、今後の水道事業計画のあり方についても、新水道

ビジョン推進協議会におけるロードマップに合わせ、提示していく予定である。 

 

 



 

新水道ビジョン推進協議会の詳細等については、下記の URL（※）を参考にし

ていただきたい。 

（第 1回新水道ビジョン推進協議会） 

※ http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/newvision/suishin.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/newvision/suishin.html


新水道ビジョンの概要 

 

１ 背景 
 

 厚生労働省では、平成 16 年に策定した水道ビジョンを平成 20 年に改訂し、これを基に

水道に関する取り組みを進めてきました。しかし、人口減少社会の到来や東日本大震災の

経験など、水道を取り巻く状況に大きな変化が生じていることを受け、取り組み内容の見

直しの必要性が生じてきました。こうした背景を踏まえ、これまで水道関係者が経験した

ことのない時代に求められる課題に挑戦するため、「新水道ビジョン」を公表することとし

ました。「新水道ビジョン」では、今後の水道の方向性を示すに当たり、50 年、100 年先を

見据えた水道の理想像を明示し、その理想像を具現化するために、当面の間に取り組むべ

き事項や方策、関係者の役割分担を具体的に示しています。 

 

２ 基本理念 
 

今後、水道が直面する課題に対し、関係者の

強いつながりの下で一丸となって対応していく

ことが必要です。「新水道ビジョン」では、水道

の給水対象である｢地域｣と、これまで築き上げ

てきた｢信頼｣を重要視し、水道を次の世代に継

承する基本理念として、｢地域とともに、信頼を

未来につなぐ日本の水道｣としています。 

 

３ 水道の現状評価と課題・将来の事業環境 
  

現状の水道がどのような状況にあるのかを把握し、その状況を踏まえた水道の現状評価

と課題について、｢水道サービスの持続性の確保｣｢安全な水の供給の保証｣｢危機管理への対

応の徹底｣に整理しています。 

 また、現状評価と課題から予測される将来の水道の事業環境について、水道事業の｢外部

環境｣と｢内部環境｣に分けて提示し、方策等の展開につなげています。 

■水道の事業環境の変化

関係者が共有すべき理念
・これまでの１３０年間に先達が築き上げ
てきた地域の需要者との信頼に基礎を置
き、地に足のついた対応を図る。

【基本理念】 地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道

枚挙にいとまがない課題
・給水人口・給水量、料金収入の減少
・東日本大震災を踏まえた危機管理対策
・水道施設の更新需要の増大
・水道水源の水質リスクの増大
・職員数の減少によるサービスレベル
の影響

水道ビジョン （平成16年6月策定・平成20年改訂）
【基本理念】 世界のトップランナーを目指してチャレンジし続ける水道

新水道ビジョン
（平成25年3月策定）

■関係者が基本理念を共有し、
一丸となった対応が必要

世界のトップランナーのバトンを未来へつなぎ、水道を次の世代に継承

基 本 理 念

■水道の事業環境の変化

関係者が共有すべき理念
・これまでの１３０年間に先達が築き上げ
てきた地域の需要者との信頼に基礎を置
き、地に足のついた対応を図る。

【基本理念】 地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道

枚挙にいとまがない課題
・給水人口・給水量、料金収入の減少
・東日本大震災を踏まえた危機管理対策
・水道施設の更新需要の増大
・水道水源の水質リスクの増大
・職員数の減少によるサービスレベル
の影響

水道ビジョン （平成16年6月策定・平成20年改訂）
【基本理念】 世界のトップランナーを目指してチャレンジし続ける水道

新水道ビジョン
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■関係者が基本理念を共有し、
一丸となった対応が必要

世界のトップランナーのバトンを未来へつなぎ、水道を次の世代に継承

基 本 理 念

(1) 水道サービスの持続性は確保されているか

(2) 安全な水の供給は保証されているか

(3) 危機管理への対応は徹底されているか

現状評価 ・・・ 水道が現状において、どのようになっているかを把握
（これまでの水道の役割や概ねできていることの確認）

課 題 ・・・ 水道の現状において、どのような課題があるかを再認識
（現状で懸念されることや各種の課題の確認）

３つの
観点から

→ 持続

→ 安全

→ 強靱

水 道 の 現 状 評 価 と 課 題

(1) 水道サービスの持続性は確保されているか

(2) 安全な水の供給は保証されているか

(3) 危機管理への対応は徹底されているか

現状評価 ・・・ 水道が現状において、どのようになっているかを把握
（これまでの水道の役割や概ねできていることの確認）

課 題 ・・・ 水道の現状において、どのような課題があるかを再認識
（現状で懸念されることや各種の課題の確認）

３つの
観点から

→ 持続
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→ 強靱

水 道 の 現 状 評 価 と 課 題

①人口減少

②施設効率の低下

③水源の汚染

④利水の安定性低下

● 外部環境の変化

人口及び給水量の減少に伴う料金収入の減少※１

給水量の減少による保有施設の過大化

水道水源の水質の変化※２

少雨化や降水量の変動による利水安全度の低下

ゲリラ豪雨による浄水処理障害の多発

※１ 我が国の人口は、2060年に8,600万人と推計されており、現状から3割程度の減少となる。
※２ 水道原水中の未規制化学物質の存在、耐塩素性病原微生物による汚染のほか、都市部の人口集積、

水源地域における汚染物質の水源河川への流入等

● 内部環境の変化

① 施設の老朽化

②資金の確保

③職員数の減少

高度経済成長期に布設された管路等の経年劣化
の進行

料金収入の減少による財政状況の悪化

団塊世代職員の大量退職、現役職員の合理化に
よる技術継承の途絶

将 来 の 事 業 環 境
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４ 取り組みの目指すべき方向性 
 

 50 年後、100 年後を見据えた水道の理想像を、｢安全｣｢強靱｣｢持続｣の３つの観点から具

体的に提示し、関係者間で共有して認識すべきとしています。また、当面の目標点と取り

組みの方向性を、３つの観点のそれぞれについて明示しています。 

 

５ 方策の推進要素・重点的な実現方策 
 

水道事業者が取り組む方策の推進については、停滞させることなく、適切な方向性を定

め、将来の水道の理想像の実現に向けた取り組

みを推進しなければなりません。そこで、｢挑戦｣

と｢連携｣を方策の推進要素と位置づけ、取り組

みの推進を図ることとしています。 

また、実現方策については、｢安全｣｢持続｣｢強

靱｣の３つの観点の複数に関係する方策がある

ことから、取り組む主体に着目し、関係者の内

部方策、関係者間の連携方策、新たな発想で取

り組むべき方策に整理し、「挑戦」と「連携」を

もって取り組むべきものを重点的な実現方策と

して具体的に示しています。 

 

６ 関係者の役割分担 
 

各種方策の実施に当たっては、関係者がそれ

ぞれの立場に応じて適正に役割分担することが

必要です。そこで、関係者の役割を、水道の行

政機関、水道事業者・水道用水供給事業者、自

家用水道の設置者、水道法に基づく登録検査機

関、水道関連団体、民間事業者、大学・研究機

関、住民のそれぞれについて示しています。 

水 道 の 理 想 像

持続

安全 強靱

■時代や環境の変化に対して的確に対応しつつ、水質基準に適合した水が、
必要な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に受
け取ることが可能な水道

50年後、100年後を見据えた水道の理想像を提示し、関係者間で認識を共有

全ての国民が、いつで
もどこでも、水をおいし
く飲める水道

給水人口や給水量が減
少した状況においても、
健全かつ安定的な事業
運営が可能な水道

自然災害等による被災
を最小限にとどめ、被
災した場合であっても、
迅速に復旧できるしな
やかな水道

〔強靱な水道〕

〔水道サービスの持続〕

〔安全な水道〕

水 道 の 理 想 像
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安全 強靱

■時代や環境の変化に対して的確に対応しつつ、水質基準に適合した水が、
必要な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に受
け取ることが可能な水道

50年後、100年後を見据えた水道の理想像を提示し、関係者間で認識を共有

全ての国民が、いつで
もどこでも、水をおいし
く飲める水道

給水人口や給水量が減
少した状況においても、
健全かつ安定的な事業
運営が可能な水道

自然災害等による被災
を最小限にとどめ、被
災した場合であっても、
迅速に復旧できるしな
やかな水道

〔強靱な水道〕

〔水道サービスの持続〕

〔安全な水道〕

安全
の確保

良好な水源の保全と確保

水源に応じた水道施設の整備

浄水処理における水質管理の
徹底

流域連携による広域的な監視
と水源保全

水質情報の需要者への広報・
周知体制の確立

小規模水道及び飲用井戸等
の設置者への指導体制の確
立

取組の方向性

強靱
の確保

持続
の確保

大規模地震や自然災害の場
面においても、必要最小限の
供給を可能とするための施設
の強化

関係者との連携による応急給
水・応急復旧活動の展開

被災時における生活用水の供
給の確保。

不安定な電力供給にも対応可
能な水道の構築。

（水の供給基盤の確保）
資金と人材の確保／老朽化施
設への対応

（環境対策の取組）
水循環の視点／環境負荷低減
／省エネ・再生可能エネル
ギーの推進

（国際展開の取組）
国際社会との関係を意識し積
極的な取組の推進

当面の目標点

全ての水道事業者において、
給水区域内で最も重要な給水
拠点を設定し、当該拠点を連
絡する管路、配水池、浄水場
の耐震化を完了

当該耐震化施設が災害時に機
能するよう関係者が連携

全ての水道事業者が資産管理
（アセットマネジメント）を実施し、
将来の更新計画や財政収支等
を明示

需用者に対する情報提供体制、
需要者の意見を事業経営に取
り入れる体制を整備

必要に応じた関係者間の連携
体制の構築

水道関係者の地域の実情を
踏まえた連携により、全ての
水道において、いつでも、どこ
でも安全な水の確保がなされ
ている状態を維持。

取 り 組 み の 目 指 す べ き 方 向 性
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強靱
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大規模地震や自然災害の場
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供給を可能とするための施設
の強化

関係者との連携による応急給
水・応急復旧活動の展開

被災時における生活用水の供
給の確保。

不安定な電力供給にも対応可
能な水道の構築。

（水の供給基盤の確保）
資金と人材の確保／老朽化施
設への対応

（環境対策の取組）
水循環の視点／環境負荷低減
／省エネ・再生可能エネル
ギーの推進

（国際展開の取組）
国際社会との関係を意識し積
極的な取組の推進

当面の目標点

全ての水道事業者において、
給水区域内で最も重要な給水
拠点を設定し、当該拠点を連
絡する管路、配水池、浄水場
の耐震化を完了

当該耐震化施設が災害時に機
能するよう関係者が連携

全ての水道事業者が資産管理
（アセットマネジメント）を実施し、
将来の更新計画や財政収支等
を明示

需用者に対する情報提供体制、
需要者の意見を事業経営に取
り入れる体制を整備

必要に応じた関係者間の連携
体制の構築

水道関係者の地域の実情を
踏まえた連携により、全ての
水道において、いつでも、どこ
でも安全な水の確保がなされ
ている状態を維持。

取 り 組 み の 目 指 す べ き 方 向 性

１ 関係者の内部方策

（１）水道施設のレベルアップ

（２）資産管理の活用

（３）人材育成・組織力強化

（４）危機管理対策

（５）環境対策

２ 関係者間の連携方策

（１）住民との連携（コミュニケーション）
の促進
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